
令和６年２月臨時会議提出案件資料

２月臨時

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

低所得・子育て世帯追加支
援給付金給付事業費

３　民生費
　１　社会福祉費
　　１　社会福祉総務費

【地域福祉課】

補 正 額 429,176千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円
1

千円
429,175

〔事業目的〕
　エネルギー・食料品価格等の物価高騰による影響を踏ま
え、特に家計への影響が大きい低所得・子育て世帯に対す
る追加支援給付金の給付に要する経費

〔事業概要〕
　・事務費等　　　　　　　　　　　　　　　2,801千円
　・補助員報酬　　　　　　　　　　　　　　　299千円
　・コールセンター等業務委託料他　　　　 11,076千円
　・低所得・子育て世帯追加支援給付金　　415,000千円

　※429,176千円のうち、262,555千円については令和６年
　　度へ繰越し（繰越明許費）

　※地方創生臨時交付金対象事業



低所得・子育て世帯追加支援給付金給付事業について

地域福祉課

　エネルギー・食料品価格等の物価高騰による影響を踏まえ、特に家計への影響が
大きい低所得世帯（住民税均等割のみ課税世帯）に対し１世帯当たり10万円を給付
し、加えて住民税非課税世帯及び均等割のみ課税世帯における18歳以下の児童に対
し、１人当たり５万円を加算（こども加算）する方針が示されたことから、補正予
算を計上しようとするもの。

１　支給対象世帯
　　令和５年12月１日（基準日）に住民登録のある以下に該当する世帯
　⑴　10万円の給付金
　　　令和５年度分住民税均等割のみ課税世帯　約3,000世帯
　⑵　18歳以下の児童に対する５万円の加算
　　①　令和５年度分住民税非課税世帯　　　　　約1,800人（約1,100世帯）
　　②　令和５年度分住民税均等割のみ課税世帯　約500人（約250世帯）
　　※　⑴、⑵ともに、住民税均等割が課税されている者の扶養親族等のみで構成
　　　　される世帯は対象外
　　※　こども加算については基準日以降に出生した新生児も対象　 　

２　給付方法
　　原則として世帯主の口座へ振込

３　受付期間（予定）
　　令和６年２月上旬から令和６年５月31日まで

４　補正予算額
　　429,176千円
　　　財源：地方創生臨時交付金（物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金）
　　　〇事務費等
　　　　・職員手当等　　　　　　　　　　　　 952千円
　　　　・消耗品費等　　　　　　　　　　　　 550千円
　　　　・通信運搬費　　　　　　　　　　　　 804千円
　　　　・口座振替手数料　　　　　　　　　　 495千円
　　　〇会計年度任用職員報酬　　　　　　　　 299千円
　　　〇コールセンター等業務委託料他　　　11,076千円
　　　〇給付金
　　　　・給付金（均等割のみ課税世帯）　　300,000千円
　　　　・こども加算　　　　　　　　　　　115,000千円

５　周知・広報
　　対象世帯へのプッシュ型通知、市政だより、市ホームページ、生活困窮相談時
　の案内等

６　地方税情報等の取扱い
　　全国的な事業として、国が特定公的給付として包括的に指定

７　スケジュール（予定）
　　２月上旬　　　　　通知書の発送
　　(発送後)　　　　　口座変更・受給辞退の申出期間　　　
　　２月下旬　　　　　振込開始
　　５月末　　　　　　受付終了



令和６年２月臨時会議提出案件資料

２月臨時

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

児童健全育成事業費

３　民生費
　２　児童福祉費
　　１　児童福祉総務費

【こども保育課】

補 正 額 1,399千円

財源内訳

国県支出金 市債 その他 一般財源

千円
1,399

〔事業目的〕
  学童保育施設利用希望者の増加を踏まえ、学童保育施設
空白地区の解消を図り、全市的に均衡のある子育て支援体
制を構築するため、大戸地区へのこどもクラブを新規に開
設するための経費

〔事業概要〕
　事務費等　　　904千円
　工事費　　　　495千円
　



大戸地区へのこどもクラブの新規開設について 

 

こども保育課 

１ 概要 

   令和３年度以降、保育園の閉園やこどもクラブ利用者の減少などにより、現在、大戸地区

にはこどもクラブが開設されていない状況である。 

この間、大戸小学校児童の利用者においては、小金井第一こどもクラブへタクシーでの

移送により対応しているところであるが、利用者の増加を踏まえるとともに、学童保育施設

未設置地区の解消を図り、全市的に均衡ある子育て支援体制を整備するため、大戸地区

へこどもクラブを新規開設しようとするもの。 

 

２ 開設場所 

   大戸小学校  

 

３ 開所日 

令和６年４月１日 

 

４ 補正予算額 

1,399 千円（財源：一般財源） 

     （内訳） 

節 内容 金額（千円） 

需用費 カラーボックス等消耗品 81 

役務費 電話回線工事手数料 15 

工事請負費 インターホン、電話機、電気錠 495 

備品購入費 冷蔵庫、テレビ等 808 

 

５ スケジュール(予定) 

   令和６年２月    〇受託事業者の公募 

              〇クラス環境の整備 

        ３月    〇大戸小学校児童の保護者等、大戸町区長会への説明 

        ４月     〇大戸こどもクラブ開所 

 

※参考資料：大戸小学校児童のこどもクラブ利用者数の推移（各年５月１日現在） 

項目 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

利用者 15 名 0 名 0 名 5 名 

 



令和６年２月臨時会議提出案件資料

２月臨時

　　　名　　　称 　　　　　　内　　　　　　　　　容

県立病院跡地利活用事業

〔債務負担行為〕

【企画調整課】

限度額 　4,883,604千円

期　間 　令和５年度～令和２３年度

〔事業概要〕
　県立病院跡地利活用事業の実施にあたり、債務負担行為
を設定

〔事業内容〕
　設計・建設工事に係る費用　　　　　　2,526,084千円
　維持管理・運営に係る費用　　　　　　2,357,520千円

〔年度別支出（予定）額〕
　令和７年度　…土木及び施設等の設計に係る費用　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　150,480千円
　令和８年度　…土木及び施設等の工事に係る費用　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,375,604千円
　令和９～23年度
　　　　　　　…維持管理・運営に係る費用　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　2,357,520千円
　



 

 

県立病院跡地利活用事業について 

 

企画政策部 企画調整課 

１. 事業の概要 

 

（1） 目的 

県立病院跡地利活用基本計画（令和５年６月策定）に基づき、子どもの屋内遊び場を

核とした公共施設の整備と、民間事業者による収益施設の設置などにより、本市の子育

て環境の充実、地域の賑わいや活気の創出などを目指す。 

 

（2） 事業方式 

 公共施設等については、整備及び維持管理・運営を一括して委ねる DBO 方式 

 民間収益施設については、民間事業者による事業実施を前提とした定期借地権方式 

※DBO：Design-Build-Operate の略 

 

（3） 敷地配置計画（想定） 

機 能 面積（㎡） 

公
共
施
設
等 

公共施設（子どもの屋内遊び場、相談・多目的スペース等） 約 2,000 

緑地・広場 約 3,200 

駐車場（約 190 台） 約 6,000 

その他（外構、防災倉庫等） 約 2,800 

小 計 約 14,000 

民間収益施設 約 12,000 

合 計 約 26,000 

   ※面積は、提案内容により変更になる可能性があります。 

 

（4） 公共施設の機能配置（想定） 

機  能 面積（㎡） 概  要 

子どもの屋内遊び場機能 約 900 ㎡  プレイルーム、デジタルルーム 

相談・多目的スペース機能 約 300 ㎡  多目的ルーム、診療相談室等 

その他機能（共用部含む） 約 800 ㎡ 
 オープンスペース、飲食・休憩スペー

ス、事務室、救護室、倉庫等 

合  計 約 2,000 ㎡  

※面積は、提案内容により変更になる可能性があります。 

 

 

 

 

 



 

 

２. 事業費について 

 

債務負担行為限度額 4,883,604 千円 

設計・建設工事に係る費用 金額（千円） 

  

公共施設（子どもの屋内遊び場、相談・多目的スペース等） 1,994,850 

緑地・広場、駐車場、その他（道路整備等を含む） 531,234 

計 2,526,084 

 

維持管理・運営に係る費用 金額（千円） 

  屋内遊び場等の維持管理・運営費等 2,357,520 

 

※事業費の積算については、子どもの屋内遊び場を核とした公共施設の設計、建設、維

持管理・運営に係る経費に加え、敷地周辺の必要となる道路整備（北側の道路拡幅及

び水路付け替え等）に係る経費について、国土交通省の積算単価を基本にアドバイザ

リー業務委託事業者とともに算出しました。 

 

３. 今後の主なスケジュール（予定） 

 

月日 内 容 

■令和５年度  

２月 13 日 ・募集要項などの公表（公募開始） 

■令和６年度  

８月頃 ・優先交渉者の決定 

９月頃 ・基本協定の締結 

10 月頃 
・事業契約の締結（基本契約の締結、設計・建設工事請負契約の仮契約締

結、維持管理・運営委託契約の締結※検討中） 

12 月頃 
・事業契約の本契約締結 

※議決要件に係るもの（設計・建設工事請負契約） 

■令和７年度 ・公共施設等の設計、建設 

■令和８年度 ・     〃 

■令和９年度  

５月頃 ・供用開始予定 

  ※今後の検討状況により変更となる可能性があります。 


